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条件付一般競争入札公告（事後審査型） 

熊本県警察本部公告第１２８号 

 次のとおり、条件付一般競争入札を実施する。 

  令和８年（２０２６年）１０月１６日 

熊本県警察本部長 大野  敬    

１  工事概要 

（１）工事番号    令和８年度（２０２６年度）交規単第７号 

（２）工 事 名    熊本市南区野田北交差点外 集中制御機更新等工事 

（３）工事場所    熊本市南区野田北交差点外 

（４）工事概要    集中制御機更新          ２か所 

           灯器ＬＥＤ化           １か所 

信号機移設            １か所 

           多現示化             １か所 

（５）工  期    契約日の翌日から令和９年（２０２７年）２月１９日まで 

（６）予定価格    ２５，７８８，４００円（入札書比較価格２３，４４４，０００円） 

（７）競争参加資格確認申請書等の電子申請化試行対象 

   本工事は、競争参加資格確認申請書等を電子申請システム（ＬＯＧＯフォーム）で申請する試行対象案件である。

原則として電子申請システム（ＬＯＧＯフォーム）により、必要事項を入力し、提出書類をアップロードの上、入

札公告に示した提出期限までに申請しなければならない。 

（８）資材の再資源化等 

 本工事は、建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律（平成１２年法律第１０４号）第９条に定める対象建

設工事である。 

 

２ 入札方式等 

（１）電子入札 

この入札は、電子入札システムを利用して行う入札である。 

（２）工事費内訳書 

   入札の際に入札書とともに工事費内訳書を添付すること。工事費内訳書が未提出であるなど不備がある場合は、

入札を無効とする。 

（３）事後審査型入札 

この入札は、入札後に落札候補者の競争参加資格の審査を行う事後審査型入札である。指定期日までに競争参加

資格確認申請書の提出がない者は、入札に参加できないものとし、落札決定しない。 

（４）最低制限価格 

この入札は、最低制限価格を設けている。 

（５）事後審査型一般競争入札公告共通事項書（以下「共通事項書」という。） 

その他の事項については、共通事項書に示すとおりとする。 

 

３ 競争入札に参加する者に必要な資格に関する事項   

共通事項書第３に定める条件を満たす者で、さらに競争参加資格確認申請書の提出期限の日から落札決定の日まで

の間において次の条件を全て満たす者であること。 

 

許可業種 電気工事 

格 付 等 級 又 は 

経営事項審査の 

総 合 評 定 値 

 

 Ａ等級 

営業所の所在地  熊本県内に主たる営業所を有すること。 
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施工実績に関する 

事項 

 平成２４年度（２０１２年度）以降、元請けとして国内において完成した電気工事で、請

負金額が２，０００万円以上の屋外電気設備工事の施工実績を有すること（共同企業体の構

成員としての実績は、出資比率が２０％以上のものに限る。乙型共同企業体の施工実績につ

いては、出資比率に関わらず各構成員が施工を行った分担工事の実績であること。）。 

  
配置予定 

技術者に 

関する事 

項 

 以下の条件を全て満たす技術者を本工事に配置できること。 

 なお、建設業法第２６条第３項及び建設業法施行令（昭和３１年政令第２７３号）第２７条第１項に

該当する場合は、当該技術者を本工事の現場に専任で配置しなければならない。 

施工経験  平成２４年度（２０１２年度）以降、施工実績に掲げる条件を満たす工事の施工経験を有

する者 

資 格 等  電気工事に関し、建設業法第７条第２号イ、ロ若しくはハに該当する者（主任技術者とな

る資格を有する者）又は電気工事に係る監理技術者資格者証及び監理技術者講習修了証を有

する者（監理技術者となる資格を有する者） 

そ の 他  当該入札参加者と直接的かつ恒常的な雇用関係（競争参加資格確認申請書の提出期限の日

以前連続して３か月以上）にある者 

 

経営事項審査の 

有効期間 

 許可業種について、建設業法第２７条の２３の規定に基づく経営事項審査が終了し、結果

の通知を受けていること。 

 ※経営事項審査の有効期間は、審査基準日から１年７カ月間 

 

４ 入札手続き 

（１）入力事項及び提出書類 

ア 競争参加資格確認申請書等として次に掲げる内容を電子申請システム（ＬＯＧＯフォーム）により入力し、書

類をアップロードして提出すること。 

（ア）入力事項 

 ①        会社情報                      ：共通事項書第４の１参照 

（イ） 提出書類 

①        経営規模等評価結果通知書兼総合評定値通知書の写し  ：共通事項書第４の２参照 

②別記様式２   同種工事の施工実績調書及び添付資料         ：共通事項書第４の２参照 

         ※３で施工実績を求めていない場合は提出不要 

③別記様式３－１ 配置予定技術者の資格及び施工経験調書並びに添付資料 ：共通事項書第４の２参照 

④別記様式３－２ 特例監理技術者の配置を予定している場合の確認事項  ：共通事項書第４の２参照 

         ※特例監理技術者の配置を認める場合 

⑤別記様式４   配置予定技術者の他工事の従事状況等調書及び添付資料 ：共通事項書第４の２参照 

※配置予定技術者が施工中の他の工事に従事している場合に提出 

⑥別記様式５   役員及び株主（出資者）調書             ：共通事項書第４の２参照 

         （県警独自の項目があるため、注意すること。） 

⑦        主たる営業所の所在地が熊本県以外の場合、営業所の所在地等がわかる書類 

                                   ：共通事項書第４の２参照 

【紙での申請が認められた場合のみ必要】 

⑧別記様式１   競争参加資格確認申請書               ：共通事項書第４の５参照 

イ 入札書の提出時に併せて次に掲げる書類を提出すること。  

   ①       工事費内訳書                     ：共通事項書第１１参照 
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（２）入札日程及び書類提出方法 

入札手続等 期間・期日等 場所・留意事項等 

設計図書の閲覧及

び配付 

入札公告した日から 

令和 ８年（２０２６年）１０月３０日(金)まで 

入札情報公開サービスシステムによる。 

質 問 書 の 提 出 入札公告した日の翌日から 

令和 ８年（２０２６年）１０月２３日(金)まで 

（１）の入札・契約担当部局。 

持参又は郵送（書留郵便）によること（必着）。 

閲覧は入札情報公開サービスシステムによる。 

競争参加資格確認

申請書等の提出 

入札公告した日の翌日から 

令和 ８年（２０２６年）１０月３０日(金)まで 

（１）の入札・契約担当部局。 

電子申請システム（ＬＯＧＯフォーム）による。 

入 札 期 間 入札公告した日の翌日から 

令和 ８年（２０２６年）１０月３０日(金)まで 

電子入札システムによること。 

※工事内訳書を添付すること。 

開 札 令和 ８年（２０２６年）１１月 ２日(月) 

午前１１時３０分から 

電子入札システムによる。 

落札者決定通知 令和 ８年（２０２６年）１１月 ６日(金)まで 

 （予定） 

 

 

 （予定） 

電子入札システムによる。 

競争参加資格がな 

いと認めた理由、 

落札者とならなか 

った理由の説明要 

求説明要求の期限 

落札者決定通知の翌日から起算して５日以内（休

日等を除く。） 

（１）の入札・契約担当部局へ持参すること。 

上記要求に対する

回答 

上記要求の期限の最終日の翌日から起算して７

日以内 

書面による。 

 

（３）入札等担当部局 

区 分 担 当 部 局 電話番号等 住   所 

入札・契約担当 熊本県警察本部会計課 

施設装備室施設企画係 

TEL 096-381-0110 

FAX 096-381-9341 

〒８６２－８６１０ 

熊本県熊本市中央区水前寺六丁目

１８番１号 技 術 担 当 

監 督 担 当 

熊本県警察本部交通規制課 

管制第一係 

TEL 096-381-0110 

FAX 096-383-3717 

 

（４）申請方法 

ア 競争参加資格確認申請書 

申請については、原則として下記ＵＲＬから電子申請システム（ＬＯＧＯフォーム）により行うこと。ただし、

共通事項書第４の５により紙での申請による電子申請案件への参加が認められた場合に限り、紙での提出を行う

ことができる。 

 

   https://logoform.jp/form/x4b6/1843560  

 

提出書類の電子ファイルでの提出にあたっては、共通事項書第４の２により定められた形式で提出すること。

（一つの添付ファイルの容量上限は１０ＭＢ。１回の申請全体の添付ファイルの容量上限は約１００ＭＢ。） 

 

５ その他 

本工事は、土木工事標準積算基準等により各工種区分、施工地域補正等を考慮した共通仮設費率及び現場管理費率

に、それぞれ以下の補正係数を乗じる積算方式の対象工事である。 

https://logoform.jp/form/x4b6/1843560
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【共通仮設費率：１．１    現場管理費率：１．１】 

 


